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レーザは
どこへ行くのか
大小を問わずあらゆる規模のレーザ企業が、技術業界で最近にわかに急増しているM&Aの動きを感
じている。その効果として現れるのが、市場投入期間の短縮か、ポートフォリオの拡大かにかかわらず、
詳しい調査からは、英国のEU離脱と米国の新大統領誕生に伴う意外な出来事に遭遇しようとも、レー
ザ業界が今後10年間にどこに向かおうとしているのかがかなり明確にうかがえる。

2017年版レーザ市場予測
laser marketplace 2017
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　かつては適用先を模索中の解決策に
しかすぎなかったレーザが、今では重
要なツールとなって、次世代の革新的
技術を切り拓くべく着実に前進してい
る（1）。多くのレーザメーカーが専業と
するレーザポートフォリオに専念して、
1ケタ半ばの売上高成長率で世界経済
の低迷（2）をただ乗り切ることだけに甘
んじる一方で、レーザ技術の知的財産

（IP：Intellectual Property）としての
価値の活用や、市場投入期間の短縮に
積極的に取り組む企業も多い。レーザ
企業のみならず、ますます多くのレー
ザ以外の企業が、そのような取り組み
に乗り出している。
　レーザが垂直システム製品や上流シ
ステム製品を構成する単なる1要素に
なってくると、残念ながら、純粋なレ
ーザ売上高の予測はこれまでよりも難
しくなる。特に、多国籍複合企業各社
が四半期決算報告書の中で、総売上高
の内訳を個々の製品や技術ごとに示す
ことがほとんどないことから、レーザ
売上高は他の数値に埋もれて把握でき
ない。
　では、レーザはどこに行ったのだろ
うか。IPの差別化と市場投入期間の
短縮を活用しようと図るレーザ以外の
企業が買収した技術ポートフォリオに

含まれるか、製品ポートフォリオの
拡充を図る別のレーザ専業メ

ーカーに吸収されるか、あ
るいは、ニッチ市場のニ

ーズに合わせて提供さ
れる特殊な非市販製
品としてそのまま
の姿を残すかにか
かわらず、レーザ
が、空港、ホーム
センター、ホリデ
ーシーズンを彩る

ディスプレイ、劇

場、自動車販売店、病院や歯科医院と
いった身近な場所に出現するようにな
ることは間違いない。
　どのような形態をとろうとも、レー
ザは今後も重要な手段として世界中の
既存市場と新興市場を支え続け、2017
年には約111億ドル弱と、修正後の
2016年推定売上高である104億ドル
から約6.6%増加すると本誌は予測し
ている。秘密は明かされた。レーザを
利用する技術が大きなビジネスチャン
スであることは明らかで、それを活か
す準備を整えた企業もある。
　「製品が成熟してコモディティの状
態に入ると、市場統合が進むのは自然
な成り行きだ」と独イエナオプティッ
ク社（Jenoptik）でヘルスケア事業部門
の営業ダイレクターを務めるマーカス・
レーナー氏（Markus Röhner）は述べ
る。同社のレーザ部門は、自動車、医
療技術、材料加工の各分野を対象とし
た半導体レーザと超高速レーザを専門
としている。「この数年間の経済成長
率が数%にとどまる中、販売と売上高
の増加を図るには、新しい市場に参入

することが魅力的な手段である。この
数十年間で製品はますます複雑になっ
ているにもかかわらず、新しい技術の
開発時間短縮を求める圧力は高い。こ
の相反するトレンドによって、『自製
か購入か』の判断が賢明な開発戦略に
不可欠となっている」（レーナー氏）。
　例えば、ライダ（LIDAR：light detec­
tion and ranging：光検出と測距）レー
ザ技術をめぐる動きを振り返ってみよ
う。「2016年8月に、ライダを手掛ける
米クアナジー・システムズ社（Quanergy 
Systems）が、自律ロボット技術に取
り組む新興企業の米ズークス社（Zoox）
に次いで、時価総額10億ドル以上の
ユニコーン（ベンチャー企業）の仲間入
りを果たした。米フォード社（Ford）
と中国インターネット企業のバイドゥ
社（Baidu：百度）は、米ベロダイン社

（Velodyne）に1億5000万ドルを出資
し（3）、2016年10月には独インフィニ
オン社（Infineon）が、オランダのイノ
ルース社（Innoluce）買収で得た固体レ
ーザライダ用MEMSチップによって、
同社のレーダICポートフォリオを補完
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した」と、米エフィシェント・パワー・コ
ンバージョン社（EPC：Efficient Power 
Conversion）の創設者で最高経営責任
者（CEO）を務めるアレックス・リドー
氏（Alex Lidow）は述べる。EPC社は、
窒化ガリウム（GaN：gallium nitride）
を用いたパワー半導体を製造してい
る。GaNパワー半導体を採用すれば、
センチメートルの測距分解能で、シリ
コン素子よりも100倍高速に光子を放
出および検出するレーザが製造可能で
ある。「ライダが最近、最も注目を集
めるレーザ利用技術の1つとして浮上
してきたのは周知の事実だが、驚くべ
きは2 ～ 3年という短期間のうちに、
米グーグル社（Google）が実験的に自動
運転車に搭載していただけの状態か
ら、主流の運転支援機能の実装に使わ
れるまでに、瞬く間に進歩したことだ」

（リドー氏）。
　ライダがますます普及（4）しているの
には理由がある。レーザの測距性能は、
ビジュアルカメラ技術では達成できな
い。それを如実に表したのが、自動運
転機能「オートパイロット」を搭載す
る米テスラ社（Tesla）の自動車が2016
年6月下旬に起こした衝突事故である。
この車両にライダシステムが装備され

ていれば（5）、セミトレーラートラック
を認識できたはずで、大きく報じられ
たこの痛ましい事故は避けられたはず
だった。
　消費者を尻込みさせるこのような事
故はあったものの、企業各社がライダ
システム製品の差別化を図り、低コス
トのライダ製品をいち早く市場に投入
しようと模索する中、自動運転車市場
におけるM&A（合併買収）の動きは続
くと、リドー氏は予測する。実際、米
ゴールドマン・サックス・グループ社

（ Goldman Sachs  Group ） は、
「Monetizing the rise of Autonomous 
Vehicles」（目覚ましい進歩を遂げる自
動運転車の収益化）（6）と題した報告書

「Cars 2025: Vol. 3 Global Investment 
Research」（2025年のクルマ：世界投
資調査）の中で、ライダの市場規模が
2025年までに106億ドル（そう、単位
は億ドルだ）に達すると予測している。
　米ブルームバーグ社（Bloomberg）は
2016年8月、インドのウーバー社（Uber）
は自動運転技術を手掛ける米オットー
社（Otto）を買収したことで（7）、100万
人の人間ドライバーを早急にロボット
ドライバーに置き換えられる可能性が
あると報じた。リドー氏はライダを、

自動運転車と運転支援だけでなく、ド
ローン操作と自律型産業用ロボットの
分野にも最適なセンサだと考えている。
　「『自律型』という語を耳にした場合
は間違いなく、光センサ技術が鍵を握
り、光子が何らかの形で関係している
と考えてよい」と、米ロッキード・マー
ティン社（Lockheed Martin）の先端技
術研究所（ATL：Advanced Technolo­
gy Laboratories）のストラテジストで
あ る マーク・ ベ ン デット 氏（Mark 
Bendett）は言う。ライダ分野における
投資、統合、M&A活動は、レーザ技
術の成熟度、コモディティ化、信頼性
と一貫性があると、ベンデット氏は主
張する。防衛、医療、産業のどの市場
でもそういえるという。「指向性エネ
ルギー兵器（DEW：Directed Energy 
Weapon）は、研究開発（R&D）の実験
段階から、船舶やその他の地上および
空中防衛システムに実用導入される段
階へと移行しており、超高速レーザは、
眼科治療や材料加工の分野で大いに活
用されている」（ベンデット氏）。
　しかし、ライダやレーシック手術は
一夜にして現れたわけではないこと
を、ベンデット氏は力説した。「米イ
ムラ社（IMRA）は1990年代半ばに、
フェムト秒ファイバレーザ技術（8）を眼
科手術に応用することに成功した。同
社は、人体組織に作用するレーザを製
造したというだけでなく、それぞれ同
一の性能パラメータを備える数十、そ
して数百ものレーザを繰り返し繰り返
し、何年にもわたって作り続けた。そ
して1992 ～ 1997年には、自動運転車
用ライダシステムのプロトタイプを開発
し、それらは今、商用規模で実装でき
るほどに安価かつ信頼できるレベルに
達している」と同氏は付け加えた。
　「レーザ技術は一気に開花している
ようだが、市場を動かすのは収益性だ。

　レーザ売上高の推定と予測は、スト
ラテジーズ・アンリミテッド社の依頼に
応じて、米レーザ・マーケット・リサーチ
社社長を務めるアレン・ノジー氏（Allen 
Nogee）が実施した需要と供給の両面
からの分析にもとづいている。ペンウェ
ル社傘下のストラテジーズ・アンリミテ
ッド社は30年以上にわたってフォトニ
クス製品に関する市場調査を実施して
いる。市場分析では、四半期ごとの動
向と長期的なこれまでの動向の両方を
検討し、それらの結果を比較し、調整

を行って明らかな誤差を修正した。本
稿に記載されているよりもはるかに詳
細 な 情 報 が 毎 年、SPIE Photonics 
West 併 催 の Laser & Photonics 
Marketplace Seminar（ www.
marketplaceseminar.com）において
報告されている。また、年一度刊行の
報告書「世界のレーザ市場：市場レビュ
ーと予測」が、ストラテジーズ・アンリ
ミテッド社から2017年3月に発行さ
れる予定である（www.strategies-u.
com）。

数値の情報源



Laser Focus World Japan   2017.3 21

数十年前から格好の適用先とレーザ技
術者に見られていた3Dホログラム（9）

だが、フラットスクリーンがホログラ
フィックテレビのようなものに置き換
わることは、この技術が一般大衆にと
って費用対効果の高い状態になるまで
ない」とベンデット氏は述べる。「ライ
ダは、8万ドルというシステム価格が
ようやく8000ドルまで下がり、まも
なくわずか数百ドル程度になろうとし
ている。ライダ分野で相次ぐレーザ関
連のM&A活動は、技術が『発明』の
段階から『信頼性と漸進的進化とコス
ト低下』の段階へと変わる歴史的進歩
の流れに沿った動きである」（ベンデッ
ト氏）。

相次ぐM&A
　レーザ業界におけるM&A活動は、
今 に 始 ま っ た 現 象 で は な い が、
2015/2016年にはさまざまな理由に基
づき、過去最高に達する見込みである。
2000/2001年にドットコムバブルとテ
レコムバブルが崩壊（10）し、2008/2009
年に大不況（11）に見舞われて以来初め
て、英ファイナンシャー・ワールドワイ
ド 社（Financier Worldwide）は2015
年第1四半期の時点で、「技術業界の
M&Aは、四半期間の金額と件数の両
方で、ドットコムバブル以降の新記録
を更新し続けている」と報告した（12）。
　米デロイト社（Deloitte）は、同社が発
行した「M&A Trends Report 2016」

（M&A 動向報告書）をまとめて、次の
ように付け加えている（13）。「業界別で
は、テクノロジーが引き続き、企業と
プライベート・エクイティ（PE：Private 
Equity）投資家の両方による今後12カ
月間のM&A対象として、全般的に最
も魅力的な業界となる。意外ではない。
技術が浸透し、従来のビジネスモデル
を作り変えていくにつれて、業界部門

の間の境界はますますあいまいになっ
ているからだ」。
　ライダ技術が自動運転車業界に浸透
したことにより、自動車メーカーと防
衛システム供給メーカーが、レーザラ
イダ供給企業を見る目は間違いなく変
化している。具体的には、小規模企業
が巨額の投資を受けるようになってい
る。そして類似の現象は、材料加工や
医療の分野でも生じている。そこでは
大規模国際企業が、レーザを利用する
システムには収益にメリットをもたら
す、消費者や産業との深い関連性があ
ると判断している。
　「私たちは、ライダというゲームの第
1イニングにいる。さらに多くのプレ
ーヤーがより優れた製品とより奥深い
IPを手にこの分野に参入するととも
に、さらに多くの提携や契約が交わさ
れ、ますます多くの資金が流れること
になるだろう」と、米ライトウェーブ・
アドバイザーズ社（LightWave Advi­
sors）社長のジョン・デクスハイマー氏

（John Dexheimer）は述べる。「自動
車メーカーは今、ライダを求め、必要
としている。これを手に入れなければ、
落後者になるか、設計者や『ビッグデ
ータソース』ではなくただの製品購入
者になってしまう恐れがある。結局、
ライダは単なるデバイスではなく、ハ
ードウエア、ソフトウエア、人工知能、
データ分析を統合するアーキテクチュ
アの重要な要素だ。このアーキテクチ
ュアによって自動車やドローンは、豊
富なセンサを備え、クラウドに接続さ
れたモバイルコンピュータに転換され
る」（デクスハイマー氏）。

上流に向かって
　ライダに加え、デクスハイマー氏に
よるとレーザ付加製造（AM：Additive 
Manufacturing）も、レーザそのものよ

りも上流に位置するM&A活動が盛ん
な領域であり、デバイス単体よりもは
るかに大きな市場潜在性を秘めている
という。AMはレーザデバイスによっ
て実現されるが、包括的なシステム製
品であるため、企業は複数の業界を対
象に事業を展開することができ、また
ライダ同様、豊富なデータやデジタル
相互接続の機能をエンドユーザーに提
供することができる。
　相互接続性は、製造コミュニティ全
体で推進されている新しいキャッチフ
レーズである「インダストリー 4.0」

（Industry 4.0）（14）のコンセプトに組
み入れられている。実際、独トルンプ
社（Trumpf）は2015/2016年版の年次
報告書（15）で、同社の「TruLaser Cen­
ter 7030」がインダストリー 4.0の原
則に基づいてモデル化されていること
を明らかにしたほか、「（略）既存の機
械やソフトウエアシステムを相互に、
加工対象物に、そして人間と接続して

（略）まったく新しいビジネスモデルを
実証する」スマート工場をシカゴに建
設中である。
　このデジタル相互接続に向けた取り
組みは、米ゼネラル・エレクトリック社

（GE：General Electric）にとっても重
要な要素となっている。同社のウェブ
サイトには現在、「世界屈指のデジタ
ル・インダストリアル・カンパニー」を
目指すことが宣言されている。また、
オランダのKPMG社は「2016 Global 
Manufacturing Outlook」（グローバル
製造業の展望）（16）の中で、デジタル相
互接続を、製品からペタバイト規模の
データを活用し、顧客価値を創造する
ための能力であると表現している。例
えば、航空機エンジンに対する定期的
な保守スケジュールを、レーザセンサ
を用いたリアルタイムのモニタリング
に置き換えれば、問題を発生と同時に
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検出し、部品の3Dプリントによって
直ちに対応することができる。
　GE社は最近、48年前に開設したサウ
スカロライナ州グリーンビルにある古い
タービン工場の隣に、7300万ドルを投
じて研究開発施設「Advanced Manu­
facturing Works」を新設した（17）。新
製品の開発促進を目指すこの施設に
は、3Dプリンター、レーザ、ロボット
アームなど、同社が試験中の製造技術
を展示するショールームが正面に配置
されている。既に、意義ある最初の成
果 とし て3D直 接 金 属 レ ー ザ 溶 解

（DMLM：Direct Metal Laser Machin­
ing）タービン部品（18）が、独SLMソリ
ュ ー シ ョン ズ・ グ ル ー プ 社（SLM 
Solutions Group）の選択的レーザ溶融

（SLM® ：Selective Laser Melting）シ
ステムを使用して製造されている。
　ドイツのフランクフルトで開催され
た2016 formnextカンファレンスは、
300社を超える出展企業と1万3000人
を超える来場者数からもわかるよう
に、付加製造と3Dプリントを対象と
した世界最大規模のイベントの1つ（19）

となっている。このカンファレンスで
GE社は、ニューヨーク州ニスカユナに
ある同社のグローバル・リサーチ・セン
ターにおいて付加製造に15億ドルを投
入し、「GE Additive」を構築して、
同事業を2020年までに10億ドル規模
にまで拡大させるという大胆な計画を
発表した。また、SLM買収を試みたが、
提示金額が低すぎるとして株主の反対
を受けて失敗した後、提示金額を引き
上げてスウェーデンの3Dプリンターメ
ーカーであるアーカム社（Arcam）（20）

を買収した。続いて2016年終盤には、
レーザAMのパイオニア企業である独
コンセプト・レーザ社（Concept Laser）
の 株 式 75% と 同 社 ブ ラ ン ド の

「LaserCUSING」技術を、6億ドル弱

で取得した（21）。
　「この買収によってGE社は、独自
の加工機能を手に入れるという戦略的
なニーズを満たすとともに、成長市場
も獲得している。加えてここには、希
少価値という要素が作用している。金
属付加製造企業としてひときわ成功し
ていたり、技術的に広範なIPを保有
していたり、人材を確保できている企
業は多くない。この3つすべての要素
を併せ持つことでレーザAM企業は、

『ただのレーザ』企業の何倍もの規模の
事業を展開することができる」とデク
スハイマー氏は言い添えている。
　「GE社がアーカム社とコンセプト・
レーザ社の買収に投じた金額はどちら
も、各社年間売上高の約8倍に相当し、
どのレーザ企業と比べてもはるかに高
い評価額になっている。IPG社の時価
総額は同社売上高の4 ～ 5倍で、ロフ
ィン社とニューポート社の買収時評価
額は売上高の約1.5倍だった。ロフィ
ン社買収を発表してからコヒレント社
の株価は倍増したが、それでも同社の
評価額は売上高の8倍には至らない」

（デクスハイマー氏）。
　「ニューポート社とロフィン社のケー
ス、つまり、米ニューポート社（Newport）
は2016年初頭に9億8000万ドルで米
MKSイ ン ス ツ ル メ ン ツ 社（MKS 
Instruments）に買収され（22）、独米ロ
フィンシナール社（Rofin-Sinar）は9億
4200 万 ド ル で 米 コ ヒ レ ン ト 社

（Coherent）に買収されたが（23）、どち
らも意外ではなかった」とデクスハイ
マー氏は断定する。「どちらの企業も
内部的な成長がほとんど見られず、
PEグループによるLBO（レバレッジド・
バイアウト）対象になってもおかしく
ない状態で、分割可能な事業部門を抱
えていた。 また、 コヒレント社 や
MKS社への統合によって直ちに運営

諸経費を節減し、収益性を上げること
ができた」（デクスハイマー氏）。
　ニューポート社は、大不況前の2004
年に米スペクトラ・フィジックス社

（Spectra-Physics）を買収し、大不況
後の2011年にオーストリアのハイQ
レーザ社（High Q Laser）、2014/2015
年にイスラエルのV-ジェン社（V-Gen）
とオーストリアのフェムトレーザーズ社

（Femtolasers PRODUKTIONS）をそ
れぞれ買収している。すべてが思惑通
りにニューポート社のレーザ製品拡充
につながり、2005年に4億400万ドル
弱だった年間売上高（スペクトラ・フィ
ジックス社を含む）（24）は、2015年に
は6億300万ドル弱にまで増加した（25）。
純粋にレーザのみを対象としたこれら
の買収によってニューポート社は、魅
力的なフォトニクス・システム・ソリュ
ーション・プロバイダーへと成長し、最
終的に技術ソリューションを提供する
MKSインスツルメンツ社の目に留ま
ることになったと考えられる。
　しかし皮肉なことに、レーザ関連の
買収でよくあるように、「ニューポート
社の買収は、MKS社にとって好都合
だった。同社は、推定3500万ドルと
いう年間コスト削減シナジーの一環と
して、収益面で最も振るわなかったス
ペクトラ・フィジックス社を他のレーザ
企業に売却することができた」とデク
スハイマー氏は述べた。結局のところ
MKS社は、ニューポート社買収を「中
核的な半導体事業において、現在サー
ビスを提供中で対応可能な市場を拡大
しつつ、隣接市場への事業拡大による
持続的な収益成長を追求する」機会と
して捉えていたとしている（26）。つま
りこのケースにおいてMKS社は、純
粋なレーザ技術以上のものを狙ってい
たことになる。
　米ザックス社（Zacks）の市場予測（27）
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にも、「同社（MKS）がニューポート社
を買収したのは、リソグラフィ・モジ
ュールおよびシステムと検査に対する
卓越した統合型ソリューションを短期
間のうちに提供するためだった」と記
されており、同社は半導体業界の堅実
な復調による恩恵を受ける準備が整っ
た状態にある。そしてその復調は今、
まさに起ころうとしている。米国半導
体製造装置材料協会（SEMI、www.
semi.org）は2016年11月、2016年第
3四半期のシリコンウエハ出荷面積（28）

が過去最高を記録し、製造装置支出（29）

は2016年に4.1 %増加し、2017年に
は10.6%増加する見通しと発表した。
　コヒレント社も、半導体製造業の見
通し上向きの恩恵を享受している。同
社第3四半期（2016年10月1日締め）に、
コヒレント社のマイクロエレクトロニ
クス部門の売上高（30）は1億4420万ド
ルに達した。2015年同期の1億1210
万ドルから大幅に増加し、同社の
OEM部品および計測器部門（2016年
第3四半期売上高は4250万ドル）、材
料加工部門（同3640万ドル）、科学お
よび政府市場部門（同2530万ドル）と
比べても3 ～ 5倍となっている。
　コヒレント社が最近好調で、堅調な
受注を維持しているのは、フラットパ
ネルディスプレイ製造におけるアニー
ル処理用のエキシマレーザをかなり大
量に販売していることに加え、眼科用
レーザ、付加製造と炭素繊維強化プラ
スチック（CFRP：Carbon Fiber Rein­
forced Plastic）切断用レーザ、強化ガ
ラス切断用の超高速レーザが好調であ
ることに起因している（最後に挙げた
超高速レーザに対する関心が引き続き
高いことは、Optics Lettersで2016年
に最もダウンロード件数が多かった論
文（31）が、スペイン ICFO社の「High 
power multi-color OPCPA source 

with simultaneous femtosecond deep-
UV to mid-IR outputs」（深紫外から
中赤外領域のフェムト秒同時出力が可
能な高出力マルチカラー OPCPA源）
だったことに表れている）。ロフィン
シナール社買収によって、コヒレント
社の2017年の売上高は10億ドルを超
えるはずである。
　「コヒレント社とロフィン社は地理
的にも技術的にも非常に相補性が高
く、手を組むことで効率を高め、統合
後の事業規模を活用し、研究開発を強
化することができる」と、ロフィンシ
ナール社の元CEOで、コヒレント社の
産業用レーザシステム部門担当シニア
バイスプレジデント兼ゼネラルマネー
ジャーを務めるトーマス・メルク氏

（Thomas Merk）は述べる。「コヒレン
ト社とロフィン社の組み合わせは、レ
ーザとフォトニクスに基づく技術とソリ
ューションに関する、世界で最も包括
的な製品ポートフォリオを構築するため
の唯一無二の機会となる」（メルク氏）。
　平均株価を2014年の60ドルから、
2016年には11月時点で120ドル以上に
まで倍増させたコヒレント社と同様に、
半導体レーザメーカーの米II-VI社も、
2016年初頭にエピタキシャルウエハを
製造する米エピワークス社（EpiWorks）
とGaAs（ガリウムヒ素）パイオニアの
米アナディジクス社（Anadigics）を買
収し（32）、続いて2016年10月には独
ダイレクト・フォトニクス社（Direct 
Photonics）を買収したことを受けて、
株価が2015年初頭底値の14ドルから
2016年終盤には28ドルにまで倍増し
た。最後の買収について同社は、「ダ
イレクト・フォトニクス社買収の最大
のメリットは（33）、サプライチェーンを
垂直統合して、ダイレクト半導体レー
ザに必要なすべての光学部品を社内で
調達できるようになることだ。それは

大幅なコスト削減につながる。そして
当社は競争力を強化することができ
る」と述べた。
　「株価がIPG社さえをも上回ったこ
とからは（IPG株価は過去2年間20 ～
22ドル周辺で推移）、一連の買収とそ
れに起因する経済的見通しが市場に好
意的に受け止められたと考えられる」
とデクスハイマー氏は結論付けてい
る。「合併・統合と製品基盤の拡大は、
少なくとも短期的には、金融業界が望
む動きだ」という。しかし一方で
Laser Focus World誌は、俗にいうよ
うに、金融業界（Wall Street）にとっ
て望 ましいことが実 体 経 済（Main 
Street）にとっても望ましいのだろう
かと疑問を感じてもいる。

経済との中立性
　世界銀行（World Bank）は2016年6月、
同 行 報 告 書「Global Economic Pro­
spects」（世界経済見通し）の第25回記
念版を発行したが、内容は明るいもの
ではなかった（34）。2016年の世界予測
成長率は2.4%と、2016年1月の報告
書から0.5%引き下げられた。物価の
低下、高債務水準・低金利政策（これに
より、生産性が低下し続けた場合に緩
和の余地がなくなる）に伴う世界貿易
と先進国における製造活動の低迷、そ
して英国のEU離脱（35）やトランプ新政
権発足といった高まる政治的不確実性
が、主な要因として挙げられている。
　英国のEU離脱が決まった後の米オ
プティクス&フォトニクス・ニュース社

（OPN：Optics & Photonics News）の
記事（36）で、米OSA社のシニア業界ア
ドバイザーを務めるトム・ハウスケン
氏（Tom Hausken）は、英ポンドの為
替レートの下落や、EU労働者の雇用
が抑制された場合は英国の技術系労働
者が不足するといった、短期的な「波
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及効果」はあるが、英国は、欧州のフ
ォトニクス関連総労働人口の22%しか
占めておらず、欧州連合（EU）研究助
成金の約11%しか受給していないた
め、EU離脱による影響を受けるのは、
主に英国自体であり、世界のその他の
地域ではないと述べた。
　一方、トランプ政権発足（37）につい
てハウスケン氏は、「光学およびフォ
トニクス企業の90%以上が小規模企
業だが、大規模なグローバル企業が売
上高の80%以上を占めており、もし世
界貿易が影響を受ければ最も混乱をき
たす可能性がある。ただし、ここでの
キーワードは『もし』だ。つまり、米
連邦政府という名の超大国は、急に舵
を切ることはしない」と述べた。「私た
ちが短期的な反応を過大評価し、長期
的な反応を過小評価しがちだというの
は、市場と技術予測の原理といえる。
トランプ政権がもたらす成果は、トラン
プ大統領支持者が考えるほど強力では
ない可能性が高く、クリントン氏支持者
が考えるほど悲惨にもならないだろう。
レーザ業界に対する全般的な影響につ
いては、現れるまでにしばらく時間がか

かるだろう」と同氏は結論付けている。
　英国のEU離脱とトランプ政権発足
が、世界経済にどのような好影響また
は悪影響を及ぼすかにかかわらず、世
界銀行の報告書では、2016年の欧州、
米国、日本の成長率は2%未満で、中
国の成長率も6.7%にとどまると予測
している。幸い、本誌が昨年予測した
とおり、2016年のレーザ売上高成長
率は世界経済成長率を上回り、本誌が

話を聞いたレーザメーカーのほとんど
が、経済の低迷から停滞という新たな
常態（new normal）は気にしておらず、
それよりもレーザの成長著しい用途や
新しい用途に目を向けたいと考えてい
る。高齢化はますます進んで医療レー
ザ販売を促進しており、オートメーシ
ョンや「スマート」技術にはレーザに基
づくセンサや3Dプリント部品がさら
に多く必要で、モノのインターネット

（IoT：Internet of Things）とデジタル
通信の成長は、通信用レーザの販売や
レーザリソグラフィ技術など、多方面
において理想的に作用している。

レーザ市場別分析
　2016年も、レーザ売上高は材料加
工とリソグラフィの分野で最も高く、
40億7200万ドルだった。通信と光ス
トレージの分野が37億3200万ドルと、
僅差で第2位につき、第3位は科学研
究と軍用分野で8億7700万ドルだった。
以下、売上高の高い順に、医療と美容
が8億3800万ドル、計測機器とセン
サが6億800万ドル、エンタテインメ

通信 34%

光ストレージ 2% ディスプレイ 2%

印刷 1%計測機器とセンサ 6%

R&Dと軍用 8%

医療と美容 8%

リソグラフィ 9%

材料加工 30%

2016年のレーザ応用分野
レーザ総売上高：104億ドル

出典：レーザ・マーケット・リサーチ社とストラテジーズ・アンリミテッド社
©PennWell

産業用レーザの種類別売上高（単位：百万ドル）

その他

合計

固体レーザ

CO2レーザ

ファイバレーザ

2017年
予測値

2016年
推定値

2015年
実績値

3432.3
3157.3

2865.9

12%

-4%

-1%

30%

3%

0%

54%

8%1167.7 1304.8 1409.4

910.1 873.8 869.5

428.3 424.8 435.9
359.7

553.9
717.4

出典：レーザ・マーケット・リサーチ社とストラテジーズ・アンリミテッド社　©PennWell
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ント・ディスプレイ・画像記録を合わせ
た分野が2億6800万ドルだった。

材料加工とリソグラフィ
2016年は、世界製造業界にとって非
常に不安定な1年だった。通常の好況
と不況の循環サイクル以外にも、英国
EU離脱に対する懸念、中国の経済問
題、米国の政権交代に伴う政治的不確
定性が、成長見通しに対する不安材料
となった。しかし、世界製造業界にお
ける産業用レーザの業績は昨年に続き
好調で、高出力ファイバレーザ販売は
2ケタ成長を示し、エキシマレーザは
売上高が急増し、超高速レーザは利用
が大幅に増加した。
　金属切断や接合処理用のキロワット
出力のファイバレーザが、2016年の産
業用レーザ総売上高の41%を占めた。
全体的には、CO2レーザ（－4%）と固
体レーザ（－1%）の減少と一部引き換
えに、ファイバレーザの売上高が12%
増加した。前年比ベースでは、その他
のカテゴリに分類される高出力ダイレ
クト半導体レーザとエキシマレーザが、
年間売上高として近年で最も高い伸び

（54%）を見せた。これらのレーザが力
強い成長を記録しているのは、本誌の
過去複数のレポートで抑えられていた
基本数が、シリコンのエキシマレーザ
アニーリング（ELA：Excimer Laser 
Annealing）によって底上げされたた

めである。
　ファイバレーザ売上高（総売上高の
ほぼ50%）が、総レーザ売上高の10%
を超える増加に大きく貢献した。2016
年の実績値が確定する際には、米IPG
フォトニクス社（IPG Photonics）のフ
ァイバレーザによる売上高は10億ドル
の大台を超えている可能性がある。同
社に続いて10億ドルの水準を達成す
る見込みなのがコヒレント社で、会計
年度売上高は8億5700万ドルを上回
った。年度末にエキシマレーザの販売
が好調だったことと、ロフィンシナー
ル社を買収したことが功を奏した。ト
ルンプ社の2015/2016年売上高は28
億ドル近くに達し、レーザ技術だけで
10億ドルを上回った。
　自動車、航空宇宙、エネルギー、エ
レクトロニクス、通信（スマートフォン）
の材料加工が引き続き、好調な産業用
レーザ販売を牽引した。産業用レーザ
の3つの主要用途のうち、微細加工（す

2016年のレーザ材料加工用途の内訳

出典：レーザ・マーケット・リサーチ社とストラテジーズ・アンリミテッド社　©PennWell

切断 36%

マーキング 18%
半導体／PC／ディスプレイ 12%

微細金属加工 11%

金属溶接 9%

非金属加工 7%

AM（付加製造） 2% その他 5%

すべての方式の金属加工（溶接、切断、アニール、穴あけなど）、半導体とマイクロエ
レクトロニクスの製造（リソグラフィ、スクライビング、欠陥修復、ビアホール加工）、
すべての材料のマーキング、その他の材料加工（有機材料の切断と溶接、高速プロト
タイピングや3Dプリント、微細加工、回折格子製造など）が含まれる。リソグラフィ
用のレーザも含まれる。
　英国のEU離脱、米国大統領選、コヒレ
ント社によるロフィン社買収に伴う不確実性
に加えて、米国と欧州の経済は低迷してお
り、材料加工分野の販売に好影響を与える
はずもなかった。ドルとユーロがその他の通
貨よりも強いことが問題を一層悪化させ、
他国による米国と欧州からのレーザ輸入を高
額にした。原油価格が低かったことは、
2016年の好調な自動車販売（特に軽トラッ
クやSUV）に貢献し、金属切断向けのレー
ザ販売の促進につながった。
　中国ではやや経済が減速したにもかかわら
ず、中国へのレーザ輸出額は引き続き増加
した。日本と韓国も、2016年にかなりの
量の産業用レーザを輸入した。大量のファイ
バレーザに加えて多数のエキシマレーザが、

フラットパネルディスプレイ（特にスマート
フォンの有機ELディスプレイ）製造用にアジ
アに輸出された。
　フォトリソグラフィに使用されるレーザの
市場は、2016年は振るわなかったが、半
導体向け市場は1年の後半に行くほど好転
した。付加製造用レーザの売上高も2016
年には約20%増加した。

材料加工とリソグラフィ

2013 2014 2015年 2016

売上高
（百万ドル）3530

3663 3804
4072

4362

2017

出典：
レーザ・マーケット・リサーチ社と
ストラテジーズ・アンリミテッド社

©PennWell
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べての用途において出力500 W未満の
レーザが使用される）は、レーザ総売
上高の35%を占めるまでに成長した。
エキシマレーザを必要とするディスプ
レイを含む分野で、105%の成長が得
られたためである。コヒレント社だけ
をとっても、同社第3会計四半期（38）

（2016年7月2日締め）に「予測してい
た通り、フラットパネルのアニーリン
グ用レーザを大量に受注した。1件で1
億ドルを超える注文も含まれている」
と述べている。マクロ加工（500Wを
超える出力が必要なレーザ加工を含
む）は、レーザ総売上高の最も大きな
割合（47%）を占めている。マクロ加工
部門の売上高の44%を占めるファイバ
レーザのおかげである。最後に、マー
キング（エングレービングを含む）は、
レーザ総売上高の約18%を占め、同部
門売上高の49%を占めるファイバレー
ザに牽引されて、3.9%という堅調な成
長を続けている。
　切断は、生成される売上高と、高出
力ファイバレーザの適用先であるとい
う2つのレベルにおいて、最も重要な
用途である。この分野は、先進国と新
興国の両方で鍵を握り、その成長見通
しは、国家の国内総生産（GDP：Gross 
Domestic Product）に密接に関連付け
られている。2016年は経済が軟調で
あったことから、切断分野の成長率は
わずか3.5%にとどまった。思いがけ
ずレーザ溶接（3.4%）の世界需要が、
自動車業界によって牽引され、パイプ
ラインと地面に掘られた油井管によっ
て増加したことが、その差を補うこと
となった。繊維強化ポリマーの非金属
加工は、微細金属加工と併せて、全体
的な市場成長に5%貢献した。付加製
造、より具体的に言えばレーザ金属堆積

（LMD：Laser Metal Deposition）は、航
空エネルギー業界での採用が促進剤とな

って、2016年に22.1%成長した。同業
界では、中出力と高出力のCO2レーザと
ファイバレーザの両方が使用される。
　2017年の製造業の経済的見通しは、
2016年の繰り返しで、一部の地域（東
アジア、南米、東欧）で低迷が続く。
産業用レーザに関しては、8.7%の売上
高増加が見込まれている。マーキング
用レーザの売上高は、単価の下落が続
くことから低下が予測されている。微
細加工用レーザの売上高は、エキシマ
レーザ出荷の増加傾向が続き、非金属
加工の重要性が増すことから、38%増
加する見通しである。マクロ加工部門
は、 ファイ バ レーザ が8%増 加 し、
2017年総売上高の47%という前年と
同水準を維持する見込みである。
　リソグラフィレーザの売上高も増加傾
向 にある。 オランダのASML社 は、
2012年にEUVおよびエキシマリソグラ
フィ光 源メーカー の米 サイマー 社

（Cymer）を買収（39）したのに続き、2016
年終盤には、独カールツァイスSMT社

（Carl Zeiss SMT）の株式24.9%（11億

ドル相当）を取得した。ASML社が発
表（40）したとおり、「カールツァイス
SMT社はその高性能光学部品によっ
て、ASML社の半導体リソグラフィス
キャナに必須のサブシステムを供給」
しており、両社は「今後十年間の最初
の数年のうちに完成予定の、将来世代
の 極 端 紫 外 線（EUV：Extreme 
Ultraviolet）リソグラフィシステムの開
発を促進」することができるという。

通信と光ストレージ
　100Gや波長分割多重通信（WDM：
Wavelength Division Multiplexing）
を採用するアーキテクチュアなど、光
ネットワークとバックホールインフラ
の敷設は現在、循環サイクルの好況期
にある。ネットワークコンポーネントお
よび装置市場を調査する米シグナAI社

（Cigna AI）によると、2016年第3四半
期の光ネットワークシステムの販売（41）

は、前年同期比で10%増加したという。
100GとコヒレントWDMシステムの
販売が好調で、特に中国では、長距離

テレコム、データ通信、光ストレージの用途に使用されるすべての半導体レーザと、
光増幅器用のポンプレーザが含まれる。

　通信用レーザは2016年、絶好調だった。
世 界 中 の通 信 事 業 者 がネットワークを
100Gトランシーバへとアップグレードした
ことが強く後押しした。新しい伝送レベルへ
のアップグレードは、波のように発生すると
相場が決まっているらしい。そして2016
年は、100Gが経済的に実現可能になった
と多くの通信事業者が判断した年だった。
現在の100Gへのアップグレードはすべて
有線ネットワークに関連するが、無線事業者
も、2020年に展開開始予定の最新5Gセ
ルラー技術に、ネットワークを対応させる準
備に取りかかっている。
　光ストレージ用レーザについては、先行き
は相変わらず暗い。DVD、CD、ブルーレイ
のメディア販売は引き続き減少し、より多く
のクラウドベースのソリューションの出現に
伴って大容量のローカルストレージの必要性

は失われていく。熱支援磁気記録（HAMR：
Heat-Assisted Magnetic Recording）、
つまり、磁気メディアのストレージ容量を増
加するためのレーザの利用は、またもや延期
された。米シーゲイト社（Seagate）の16 
TB、3.5インチのHAMRドライブは現在、
2018年に発売予定である。米ウェスタン・
デジタル社（Western Digital）と東芝は、
その1年後になる予定だ。

通信と光ストレージ
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WDM支出が前年同期比で50%増加
した。米国電気通信工業会（TIA：
Telecommunications Industry Associ­
ation）は、クラウドコンピューティン
グ、企業用イーサネット、ヘルスIT、
ロボティクスといった「ペースセッタ
ーの役割を果たす」業界（42）の2015 ～
2020年の年平均成長率（CAGR：Com­
pound Annual Growth）を13.7%と予
測している。特にIoTとネットワーク
仮想化は、30%のCAGRが見込まれ
るという。また、米ライトカウンティ
ング社（LightCounting）は、光モジュ
ールおよびコンポーネントの売上高（43）

が、2017 ～ 2021年に10%のCAGRで
増加すると予測している。
　2016年については、テレコムバブル（44）

は過去のものとなり、帯域幅需要は深
刻で、100G市場向けの通信用レーザ
は堅調な有線ケーブル敷設の恩恵を受
けるだろうと言えそうだ。例えば、米
オクラロ社（Oclaro）は、100Gコンポ
ーネントの販売が5四半期連続で20%
増加し、2017年第1会計四半期（2016
年10月1日締め）の売上高が1億3350
万ドル（45）と、前年同期の8760万ドル
から大幅に増加した。
　通信と光ストレージ分野の2016年
のレーザ売上高は37億3200万ドルと
なり、2015年の34億4200万ドルから
順調に増加した。（光ストレージ用レ
ーザの売上高は減少したが）100Gが好
調だったことが主な要因だった。また、
4Gがピークに達したことで（46）、フィ
ンランドのノキア社（Nokia）などの企
業は、無線市場の短期的な落ち込みに
遭遇したが、5G無線（に加えて、バッ
クホール光ファイバケーブルと、その帯
域幅拡大を支える通信用レーザ装置）が
2020年には提供開始される予定で、有
線インフラの新たな需要サイクルを生
み出すことは間違いなく、それが次世

代通信用レーザの販売に好影響を与え
るだろうと、ノキア社は指摘している。
　100G市場が好調であることは明ら
かで、IPGフォトニクス社が2016年5
月に、米メナラ・ネットワークス社

（Menara Networks）を買収したこと
もそれを裏付けている。同社が特に目
を付 けたのは、 メナラ社 が100G・
400G光プラガブル市場で存在感を確
立していることだった（47）。それ以外
にも、シリコンフォトニクス・集積オプ
トエレクトロニクス・アーキテクチュア
がますます成熟度を増していること
や、垂直共振器面発光レーザ（VCSEL：
Vertical Cavity Surface Emitting 
Laser）の用途が増加していることなど
が、通信関連のM&A 活動のさらなる
活発化を促すトレンドとなっている。
　米ジュニパー・ネットワークス社

（Juniper Networks）は 2016 年 8 月、
InP（リン化インジウム）をベースとす
るシリコンフォトニクス専門技術（48）を
目的に、米オーリオン社（Aurrion）を
買収した。ジュニパー社の2016年第3
四半期（7 ～ 9月）の純売上高は、前年
同期比3%増の12億8500万ドルだった。
シリコンフォトニクスは、今でも光通
信における究極の目標であり、同社創
設 者 のプラディ ープ・ シンドゥ 氏

（Pradeep Sindhu）のブログ記事（49）に
よると、「ネットワークシステムのビッ
ト毎秒（bps）あたりのコストを大幅に
引き下げ、ネットワークインターフェー
スの容量を大きくし、ネットワークシス
テムのエレクトロニクス部分における
光伝送帯域幅の処理方法の柔軟性が高
い」という。
　同じくシリコンフォトニクス分野にお
いて、カナダのポエット・テクノロジー
ズ 社（POET Technologies）は、III-V
集積技術を目的にシンガポールのデンス
ライト・セミコンダクターズ社（Dense­

Light Semiconductors）を買収し、2016
年6月には米BBフォトニクス社（BB Pho­
tonics）の155万ドルでの買収を完了し
た。BB社の埋め込み誘電体技術を利
用して、オンチップの非熱波長制御を
実現し、データセンター用フォトニク
ス集積回路（PIC：Photonic Integrated 
Circuit）（50）の総ソリューションコスト
を低減する狙いがある。主にデンスラ
イト社の製品のおかげで、ポエット社
の売上高は2016年上半期に、57万
7000ドル近くに達した。下半期には
200万ドルに達する見込みだという。
　しかし、エンドツーエンドのシリコ
ンフォトニクス・プラットフォームがま
だ、未来の通信技術だと考えられてい
る一方で、VCSELは今まさに成熟期
にある。米フィニサー社（Finisar）は、
1998年に波長850nmのVCSELを、主
に高速データ通信やセンサ市場を対象に
提供開始し、続いて波長1310nmの
VCSELを、HDTV、家庭用ネットワー
ク、ファイバチャネル（Fibre Chan­
nel）、イーサネット、さらには メトロ
ネットワーク（都市部通信網）用に製造
するようになったが、同社のVCSEL
出荷個数は累計1億5000万個を超え（51）、
2016年7月31日を末日とする同社四
半期売上高の新記録樹立に貢献した。
売上高は前四半期から7.1%増加して、
3億4130万ドルだった。
　フィニサー社と米ルーメンタム社

（Lumentum）は2016年9月、両社の
SWDM4採用100G光トランシーバの
相互運用性をデモした（52）。SWDM

（shortwave[短波長] WDM）は一般的
に、多重マルチモードファイバを介し
た短距離またはデータセンターの相互
接続を対象とし、850nm周辺の少し
ずつ異なる波長でVCSELを使用する。
ルーメンタム社は2016年10月1日、

（VCSELを含む）テレコム、データコ
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ム、商用の各レーザ売上高が、前年同
期比でそれぞれ25%、24%、12%増加
したと報告している。
　TOF（Time Of Flight）や3D深度の
画像処理用のVCSELアレイを最初に
開発した独フィリップス・フォトニクス
社（Philips Photonics、オランダのロ
イヤル・フィリップス社[Royal Philips]
の完全子会社）は2016年11月、VCSEL
に対する膨大な需要に対応することを主
な目的として、ドイツのウルムにある
レーザダイオード製造施設の生産能力
を2倍に拡大し、最先端オートメーシ
ョン装置を導入すると発表した。
　また、2016年初頭に1億1000万ド
ルを投じてエピワークス社とアナディ
ジクス社を買収した半導体レーザメー
カーのII-VI 社も、民生エレクトロニ
クス、データセンター、センサ、医療、
産業の各市場においてVCSEL製品の
適用分野が拡大していることを、収益
化に生かしたい考えで、VCSEL 売上
高の年間成長率を20%以上と見込ん
でいる（53）。II-VI 社は特にアナディジ
クス社について（54）、「同ファウンドリ
の買収により、新たに建設するよりも
迅速かつ経済的に生産能力を拡大する
ことができ（中略）、II-VI 社はVCSEL
技術の世界的リーダーとしての地位を
手に入れる」と述べた。通信業界にお
けるM&A活動は明らかに、高い価値
を持つ一部のレーザ技術の市場投入時
間短縮につながっている。

科学研究と軍用
　2016 Global R&D Funding Forecast

（2016年度世界のR&D助成予測）（55）

では、米国R&D支出が3.4%増加して
5140億ドルになると報告されていたが、
トランプ政権誕生を受けて、次のような
見出しが続出している。physicsworld.
comは「Trump election shock threa­

tens U.S. science」（トランプショック、
米国科学界に脅威）（56）という見出しで、
新政権は既に気候変動をでっち上げと
みなしており、再生可能エネルギーを
推進する取り組みよりも、化石燃料業
界を支持するつもりでいると解説して
いる。
　政府の抑制と均衡（とインターネッ
ト）が、科学（とレーザ）に好意的に働
くことを望む。MSNニュース記事（57）

では既に、トランプ新大統領が「温暖
化防止のパリ協定に対する批判の姿勢を
軟化」させているようだと記されている。
　ネイチャー誌（Nature）は2014年の

記事（58）で、2020年までに中国の科学
R&D支出が米国を上回る見込みであ
ることを予告していた。そして2016
年6月 には、 同 誌 の「China by the 
Numbers」（数字で見る中国の科学）（59）

と題した記事で、著者のリチャード・
ヴ ァ ン・ ノ ー デ ン 氏（Richard Van 
Noorden）は、中国が現在、同国GDP
の2%以上をR&Dに投資していて、そ
の割合はEUをも上回っていると述べ
た。また同氏は、北京から上海までの
世界最長の実験的量子通信ネットワー
クなど、中国における複数の「世界最
高水準」の科学的業績や、科学論文発
表数（60）が急増していることも指摘し
ている。
　2016年のR&D向けレーザ売上高は、
2016年の世界R&D支出の増加率であ
る3.5%とほぼ同等に推移し、それを
やや上回る前年比4.2%増の4億7140
万ドルだった。デンマークのNKTフ
ォトニクス社（NKT Photonics）は、
2016年 初 頭 に 英 フ ィ ア ニ ウ ム 社

（Fianium）を約2900万ドルで買収し、
科学および計測市場（61）向けの超高速
ファイバレーザとスーパーコンティニュ
ーム（SC：supercontinuum）レーザに
おける自社の地位を強化したが、この
ような企業は、R&D市場が好調である
か、少なくとも緩やかでも着実に成長
して、将来の販売が確保されることに、
社運を賭けている。一方、軍用分野で
は、レーザの未来はそれよりも明るい。
　2016年の軍用分野のレーザ支出は、
レーザに基づく軍用技術の需要が高ま
ったことを受けて、2015年から9.4%
増加して4億600万ドルに達した。全
体的には、ストックホルム国際平和研
究所（SIPRI：Stockholm International 
Peace Research Institute）によると、
世界軍事支出は2015年に1%増加し
て1兆6000億ドルとなり（62）、2011年

大学や国立研究所などで基礎研究と
開発に使用されるレーザと、測距計、
照明装置、赤外線防衛手段、指向性
エネルギー兵器研究などの新規および
既存の軍用レーザが含まれる。
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　研究開発支出額が米国に迫る勢いで急
増している中国では、R&Dプログラムに
減速の兆しは見られない。北米と欧州で
は、科学研究支出の成長率がGDPと同
様に減速している。このような変化にも
かかわらず、レーザ関連の研究支出は、
総研究支出に占める割合としては増加傾
向にある。輸送、照明、軍用、材料加工、
医療研究のすべての分野において、レー
ザ研究支出は増加している。
　2016年の軍用レーザ支出は全般的に
好調で、大部分のレーザが、照準器、画
像処理、測距、通信の用途に使用された。
レーザ指向性エネルギー兵器は現時点で
まだ開発中だが、赤外線防衛手段システ
ム用のQCLは売上高を伸ばしており、ノ
ースロップ・グラマン社では、軽量航空機
用のCIRCMシステムに対する新規受注
が続いている。米国では、新大統領就任
が不確実性をさらに増長させている。

科学研究と軍用
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以降初めて増加に転じたという。
　防衛用レーザの成長率は、全体的な
軍事支出よりもさらに高く、そのこと
は複数の主要技術分野における進歩か
らも明らかである。米国防衛産業協会

（NDIA：National Defense Industry 
Association）によると、米軍全体で指向
性エネルギー兵器が増加傾向にあり（63）、
2015会計年度には指向性エネルギー
に対する投資が、その前の4年間の平
均と比べて23%増加して6億ドルに達
したという。また、赤外線防衛手段

（IRCM：infrared countermeasures）
の販売も好調である。イスラエルのエ
ルビット・システムズ社（Elbit Systems）
は、ワイドボディ機にファイバレーザ
指向のマルチスペクトルIRCMを供給
する2650万ドルの契約（64）の2年目に
突入し、米ノースロップ・グラマン社

（Northrop Grumman）は、3500万ド
ルの量子カスケードレーザ（QCL：Quan­
tum Cascade Laser）に基づくCIRCM

（ Common Infrared Countermea­
sure）プログラム（65）を進めている。
　英グーチアンドハウスゴ社（G&H：
Gooch & Housego）は2016年半ばに、
英ケント・ペリスコープス社（Kent 
Periscopes）と固体レーザメーカーの米
アルファライト社（Alfalight）を買収（66）

したことで、G&H社CEOのマーク・ウ
ェブスター氏（Mark Webster）いわく、

「航空宇宙と防衛分野における基盤を
拡大することによって、バリューチェ
ーンと多様化を進めるという戦略的目
標を達成する」ことができるという。
G&H社は、同社の航空宇宙および防
衛部門の売上高（2016年3月31日まで
の半年間の総売上高である4800万ド
ル弱の21%を占める）が、2016年上半
期には減少したと述べたが、下半期に
は回復する見込みとしている。
　中国ハンズ・レーザ・テクノロジー社

（Han's Laser Technology）は、2016
年初頭にスペインのアリテックス社

（Aritex）の株式を大量取得したこと
を基に、産業用レーザを原点とする同
社の事業範囲を、航空宇宙や防衛関連
のアセンブリ装置へと広げている。同
社はさらに2016年11月、カナダのコ
ーアクティブ社（CorActive）も買収し、
ファイバレーザと特殊光ファイバ市場
における同社能力の強化を図った（67）。
　その結果、中国企業の高出力ファイ
バレーザ製造への参入が相次ぎ、かつ
ては欧州と北米製の製品で占有されて
いた領域を侵食しつつある。中国のレ
イカス社（Raycus）は、出力10 kWま
でのファイバレーザを宣伝しており、
中国航天科工集団公司（CASIC：China 
Aerospace Science and Industry 
Corporation）の第 四 研 究 院（Fourth 
Research Institute）は 2016 年 11 月、
20kWのファイバレーザ（68）を開発した
と発表した。

医療と美容
　2016年の美容レーザ販売は非常に好
調だった。イスラエルのルミナス社

（Lumenis）は2014年第2四半期、8四
半期連続で売上高が前年同期を上回
り、同四半期の売上高は前年同期比
9.3%増の7250万ドルを達成した。同
社は、外科、美容、歯科の分野を対象
にエネルギーに基づく医療機器を提供
する世界最大規模の企業を自称してい
た。ご存じのとおり、ルミナス社は
2015年に、グローバルオルタナティブ
投 資 企 業 である英XIOグループ社

（XIO Group）に5億1000万ドルで買
収されており（69）、現在の財務状況は
公表されていないようである。
　ルミナス社は、70の泌尿器系疾患
治療用のホルミウムレーザからなるパ
ルスレーザファミリ、ドライアイや酒

さ用のインテンス・パルス・ライト
（IPL：Intense Pulsed Light）、中耳手
術用の「OtoLase」、皮膚炎と耳鼻咽
喉科疾患用のフラクショナルCO2レー
ザを提供しており、ほぼすべての病状
に対してレーザを提供しているようであ
る。また、TLM（Transoral Laser Mi­
crosurgery）用の「Lumenis AcuPulse 
DUO」CO2レーザは、初期の気道癌に
対する最先端治療法で、化学放射線療

眼科（屈折矯正手術と光凝固手術を含
む）、外科、歯科、治療、皮膚、毛髪、
その他の美容の用途を含む。
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　医療用レーザの販売は2016年、過去
最高レベルに達した。価格が低下し、レ
ーザがより多くの医療処置に導入される
ようになったためである。最も好調だっ
たのは、タトゥー除去、しわ取り、体形
矯正、皮膚のリサーフェシングなどの美
容用レーザで、売上高は非常に好調だっ
た2015年からさらに18%増加した。
眼科治療用のレーザの売上高は、2015
年に減少した後、2016年には控えめな
がら増加に転じた。歯科用レーザの売上
高も、まだ比較的規模は小さいものの、
ますます多くの歯科医がレーザ技術を治
療に取り入れるようになったことを受け
て、2016年はやや増加した。医療分野
の中で唯一、外科用レーザだけは2016
年に売上高が減少したが、それはただ、
2015年の同分野の成長率が非常に高か
ったからにすぎない。
　レーザを使用する米国のその他のいく
つかの分野でもいえることだが、保険請
求と健康保険全般はやはり流動的で、そ
れが、米国におけるレーザ購入を停滞さ
せている。少なくとも、健康保険が一般
的に適用される治療で使用されるレーザ
についてはそういえる。全般的に、医療
用レーザの売上高が増加したのは、主に
米国外の地域である。

医療と美容



法と比べて治癒率がはるかに高い。
　（とりわけ優れたCO2 レーザを除い
て）ルミナス社とほぼ同等のポートフォリ
オを有する米サイノシュア社（Cynosure）
は、2016年第3四半期（7 ～ 9月）の売
上高が、前年同期から36%増加して1
億640万ドルにまで急増した（70）。同
様に、米キュテラ社（Cutera）の第3四
半期売上高は、前年同期比31%増の
3030万ドルだった（71）。
　好調な美容レーザ販売だけを根拠
に、本誌は医療と美容分野のレーザ売
上高が、8億3800万ドルから14.3%と
いう驚異的な伸びを見せて、2017年
には9億5800万ドルになると予測する。
2017年以降は、米LISAレーザUSA
社（LISA Laser USA）の「RevoLix」
な ど、 ロ ボ ッ ト 支 援 の「da Vinci 
Surgical System」（ダ・ヴィンチ外科手
術システム）（72）へのレーザ製品搭載に
成功する企業が現れれば、さらに急激
な成長が期待できるかもしれない。
　医療レーザ業界でも、M&A活動は
さらに増えるに違いない。既に、米ジ
ョンソン・エンド・ジョンソン社（J&J：
Johnson & Johnson）は 2016 年 9 月、
米アボット・メディカル・オプティクス
社（AMO：Abbott Medical Optics）を
43億ドルで買収した。買収金額は、
AMO社の2015年売上高である11億
ドルのほぼ4倍に相当する。AMO社
の眼疾患治療、白内障手術、レーザ屈
折矯正手術、つまりレーシック専門技
術（73）が買収目的だった。
　買収金額は、J&J社の2016年第3
四半期売上高である178億ドルに比べ
ればほんの一部にしかすぎないが、
J&J社で糖尿病および眼疾患治療担当
会長を務めるアシュリー・マクエボイ氏

（Ashley McEvoy）はAMO社買収前
の2016年6月、ois.netとのインタビュ
ーで「眼疾患治療については強気」（74）

に捉えていると述べて、眼科に対する
同社の関心を示唆していた。イムラ社
などの企業が1990年代に開発したフ
ェムト秒眼科用レーザ技術の価値が、
その約30年後にこれほどまで熾烈な
M&A 活動の対象になろうとは、誰が
予測しただろうか。
　J&J社はこの買収によって、レーシ
ックや眼疾患治療に関する専門技術を
手っ取り早く手に入れ、レーシック機
器を供給する他の企業の仲間入りを果
たした。例えば、独カールツァイスメ
ディテック社（Carl Zeiss Meditec）の

「Visumaxフェムトセカンドレーザ」
は、片目あたりわずか15 ～ 20秒と他
のレーザよりもはるかに短時間の施術
が可能で、格段に正確な「フラップ」を
作成して角膜の中心にぴたりと合わせ、
非常に高精度な結果を得ることができ
る。少なくとも1つのレーシック眼科医
院（75）が同レーザを、「レーシック手術に
関して言えば、レーザの『Mac Daddy』

（色男）だ」と太鼓判を押している。
　眼科以外の医療用レーザ技術につい
ても、M&A活動は活発で、販売は急
増した。イスラエルのHILアプライド・
メディカル社（HIL Applied Medical）
は、癌に対するレーザ駆動の陽子線治
療の商用化（76）を目的に、米ナノラブ
ズ社（Nanolabz）を買収した。米アメ
テック社（AMETEK）は、米レーザエ
ージ・テクノロジー社（Laserage Tech­
nology Corporation）を買収し、最小
侵襲手術機器、ステント、カテーテル
に基づく注入システムを対象とするレ
ーザエージ社のレーザを用いた製造お
よび仕上げ技術を取得することによっ
て、医療業界における基盤の拡大を図
った。また、カナダのセラレース社

（Theralase）は、痛みを取り除く低温
レーザ装置と、がん細胞を破壊する光
線力学療法（PDT：photodynamic the­

rapy）によって、2016年9月30日を
末日とする9カ月間の売上高が前年同
期比で14% 増加した（77）。

計測機器とセンサ
　ライダ技術の否定しようのない成功
とそれをめぐるM&Aの急増が、計測
機器とセンサ分野における2016年最
大の話題の1つである。しかし、レー
ザに基づく構造ヘルスモニタリング

（ SHM：Structural Health Moni­
toring）も、航空機、自動車、橋梁、鉄
道、道路をはじめとする、世界中の多
数の重要な交通およびインフラ資産に
おいて、重要性を増している。
　2016年8月、米海軍研究所（NRL：
Naval Research Laboratory）の科 学
者らは、分布帰還型ファイバレーザ音
響放出センサ（78）を用いた、リベット
ラップ接合部の亀裂からの音響放出の
検出に成功した。現場性能は圧電式の
手法を上回り、ゆがみと温度を検知す
る既存の光ファイバシステムとの併用
や「多重化」が可能である。
　カナダのオプセンス社（Opsens）は、
地面に掘られた油井管やガス管の監視
を対象とした光ファイバに基づくセン
サシステムで一般的に知られている
が、SHMの人体内への適用に取り組
んでいる。FDA認可取得済みの同社
の光ファイバセンサ「OptoWire II」は、
冠 血 流 予 備 量 比（FFR：Fractional 
Flow Reserve）を測定し、心臓病患者
の冠動脈狭窄の程度を診断する光学ガ
イドワイヤである。同社は、FFR関連
の売上高が10倍増加（2015会計年度
の50万ドルに対し、2016会計年度は
520万ドル）したことによって、2016
年8月31日を末日とする会計年度の年
間売上高は、過去最高となる960万ド
ルを記録した（79）と述べた。
　テラヘルツ波レーザを搭載する計測
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機器の商用利用も増加している。英テ
ラビュー社（TeraView）は、2016年
の売上高が倍増した（80）と報じられた。
テラヘルツ画像処理および分光装置で
ある「TeraPulse」が好調で、半導体パ
ッケージ検査用の電気光学テラヘルツパ
ルス反射計測（EOTPR：Electro Opti­
cal Terahertz Pulse Reflectometry）
システム「EOTPR 5000」の発売に成
功したことが要因だった。テラヘルツ
波および光ファイバのセンサシステム
を製造する米ルナ・イノベーションズ社

（Luna Innovations）は、複合材料に
おける歪みを計測する「ODiSI」シス
テムに対する需要が増加したことで、
2016年9月30日までの9カ月間の売
上高が、2015年同期の2860万ドルか
ら4330万ドル（81）にまで増加した。
　計測機器とセンサで用いられるレー
ザについては、2016年の6億800万ド
ルから8.7%と大幅に増加して、2017
年には6億6100万ドルに達すると本誌
は予測する。計測機器とセンサの分野
は、医療と美容や科学研究と軍用向け

のレーザ市場と比べると規模は約3分
の2だが、ライダをはじめとするいく
つかの自律型製品やスマート製品に、
センサベースのレーザが大量に必要に
なるため、販売額を伸ばす莫大な可能
性を秘めている。
　ライダ業界におけるM&Aが非常に
多かったことは既に触れたとおりだ
が、それに関連するある計測機器も、
2016年に注目を集めた。3Dレーザス
キャナである。ライダデータを3D画
像に変換する、「Time Scanners」と
いうPBSのテレビ番組を見たことがあ
る読者もいるだろう。この原理は、製
造や計測の現場にも適用することがで
きる。強化されたライダのようなもの
と考えられている。例えば、米ファロ
ー社（FARO）は、ハイスピードイメー
ジング（HIS：High Speed Imaging）技
術を搭載するライダ（82）を発表したば
かりである。「4億ピクセルの画像構成
が可能で、非常に重要な特徴を高解像
度で拡大できる」という。
　FARO社の2016年9月30日までの

9カ月間の売上高は2億3390万ドルで、
前年同期からの伸びは3.4%と控えめ
だった。同社は2016年8月、米レーザ・
プロジェクション・テクノロジーズ社

（ LPT：Laser Projection Tech­
nologies）を買収した。純粋にレーザを
専業とするLPT社の買収について、
FARO社社長兼CEOのサイモン・ラー
ブ氏（Simon Raab）は、「LPT社の優
れたレーザプロジェクションソリュー
ション（83）に加えて、LPT社のプロプ
ライエタリな画像処理レーザ写真測量
技術と画像処理レーザレーダ技術は、
高度な3D画像処理機能によって新し
いクラスの高速レーザ測定を確立し、
市場を破壊する莫大な可能性を秘めて
いるとわれわれは考えており、この可
能性を迅速に活用するための統合作業
に注力するつもりである。この技術は、
現在提供されているライダ製品の数千
倍も高速で（中略）、適切に開発された
レーザプロジェクション機能をガイド
アセンブリに組み込むことによって、
手動または自動の組み立てや検証作業
用の完全にロボット制御の高速コラボレ
ーションツールに転換する」と述べた。

エンタテインメント、
ディスプレイ、印刷
　ベルギーのバルコ社（Barco）は2016
年11月、LEDディスプレイと比較し
た場合のRGBリアプロジェクションデ
ィスプレイの卓越性（84）（輝度2倍、コ
ントラスト2倍、エネルギー効率3倍）
を大いに称賛し、2016年6月には、デ
ジタルシネマ業界における同社の主力
レーザとレーザ蛍光体プロジェクタの
設置件数が業界最多の125件に達した
と発表した（85）。
　バルコ社と競合する、ウシオ電機の
完全子会社である米クリスティ社

（Christie）でも、一部のレーザシネマ

生物医学計測機器、分析機器（分光計など）、ウエハとマスクの検査、計測工学、水
準器、光学マウス、ジェスチャー認識、ライダ、バーコードリーダ、その他のセンサ
が含まれる。
　レーザ計測機器とセンサには、複数の重要
な分野でますます重要性を増しつつある多様
な用途が含まれる。自動運転車に搭載され
るライダだけが注目を集めているように見え
るが、ライダは、ドローンを装備する産業用
車両や軍用車両に用いられる技術としても
重要で、風力発電の効率向上にも利用され
ている。国家安全保障やその他の監視分野
でも、レーザに基づく他の種類のセンサの利
用が増加している。これらの分野では、人
員削減に伴って自動監視の必要性が生じて
いる。
　ますます多くの製品が「スマート」になり、
自動化に頼るようになったことで、その他
の種類の計測機器とセンサの利用も増加し
ている。安価なレーザダイオードを搭載する

計測機器とセンサ

センサについては特にこれが顕著で、最も
シンプルなシングルレーザ搭載のライダセ
ンサは現在、1個10ドルを大きく下回る
価格で販売されている。レーザセンサの利
用が増加しているもう1つの分野として、
付 加 製 造 と 除 去 製 造（additive and 
subtractive manufacturing）の両方に
おける品質管理がある。
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実装が増加している。2016年4月には、
こちらもウシオ電機の完全子会社であ
る米ネクセル社（Necsel）社が、米PD-
LD 社を買収した。レーザプロジェク
ションや照明を手掛けるネクセル社が
目をつけたのは（86）、PD-LD社の波長
安定化、狭帯域化素子（VBG：Volu­
metric Bragg Grating）のレーザダイ
オード技術だった。
　IPポートフォリオの拡充と、生体計
測や生命科学分野の顧客に対するサー
ビス向上に加えて、ネクセル社の会長
兼CEOを務めるウィリアム・マッケン
ジー氏（William Mackenzie）は、「こ
の買収によって（中略）、当社の垂直統
合を拡大および強化して、プロジェク
ション分野の顧客のニーズに対応し続
け、レーザシネマのグローバルな展開
を推進することもできる。両社を統合
できてうれしく思う。それは、レーザ
を電球やLEDのようなどこにでもある
存在にすること、そして、顧客ととも
に次世代のプロジェクションディスプ
レイと生命科学製品を構築することと
いう当社のビジョンを前進させるから

である」と述べた。
　印刷分野では、レーザインクジェッ
トプリンタの販売（87）は引き続き増加
しているが、使用されるレーザダイオ
ードの価格低下に伴い、売上高は減少
している。しかしメーカーは、紙と布
地・プラスチック・有機材料の両方の印
刷用途でレーザ技術を活用するための
新しい手段を引き続き模索している。
　超高速レーザを用いてコンピュータ
で作製したパターンを基板に転写する
リソグラフィ技術として考案された

「Miracle-Plate」（88）は実用化されなか
ったが、超短パルス（USP：ultrashort 
pulse）または超高速レーザは、異なる
種類の印刷で成功を収めている。米リ
ンカーン・レーザ社（Lincoln Laser）の
マーケティングおよびセールス担当ダ
イレクターを務めるビル・クイパーズ氏

（Bill Kuypers）によると、「現在は製
品差別化のトレンドが高く、消費者向
けパッケージ商品（CPG：Consumer 
Packaged Goods）や工業製品用のオン
デマンドのインライン印刷に、差し迫
った需要がある」という。「また、価

格圧力に伴い、従来のインクジェット
印刷で必要となるインクなどの消耗品
を全く必要としない、高速マーキング
に対する関心が高まっている。これに
向けて、多角形のスキャンヘッドに超
短パルスレーザを組み合わせた方式に
対する需要が非常に高まっている。こ
の方式で、プラスチック、紙、金属を
含むさまざまな対象物への印刷が可能
である」と同氏は述べた。
　上述の用途で使用されるレーザは、
材料加工のマーキング分野のレーザと
して分類されるが、このようなレーザ
印刷手法が民生市場で適用範囲を拡大
していることは、世界中におけるレー
ザ技術の持続性と適応性をさらに証明
するものだといえる。エンタテインメ
ント・ディスプレイ・画像記録を合わせ
た分野のレーザ売上高は、2016年も
引き続き増加して2億6800万ドルだっ
たが、2017年には、主にレーザシネマ
実装の増加に支えられて、19%増加し
て3億1900万ドルに達すると予測される。
　エンタテインメント・ディスプレイ分
野には、大量生産の可能性を秘めた、
さらに興味深い複数のレーザ用途が存
在する。ディスプレイと照明関連のレ
ーザの2016年の顕著なイノベーション
をいくつか紹介しよう。「Blaze Laser­
light」（89）は、路面に自転車マークを投
影し、暗い道路を走行する自動車のド
ライバーに自転車の存在を警告するも
のだ。ライダを装備して照明を搭載す
るドローンは、映画制作者に最適なリ
ムライティングを提供する（90）。また、
ネズミ対策レーザフェンス（91）は、ネズ
ミなどの有害生物が作物や庭を荒らさ
ないように、怖がらせて追い払うもの
である。
　 参 考 文 献 の 全 一 覧 に つ い て は、
http://bit.ly/2ivAnVKを参照してほ
しい。
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ライトショー、ゲーム、デジタルシネマ、前面および背面プロジェクタ、ピコプロジェ
クタ、レーザポインタが含まれる。また、商業用プリプレスシステムと写真仕上げ用
のレーザに加えて、消費者用および商業用の従来型のレーザプリンタも含まれる。

　他のレーザ分野と比べるとまだ規模は比較
的小さいが、エンタテインメントとディスプ
レイの分野には、非常に興味深く、成長著し
いレーザ用途がいくつか存在する。その1つ
がレーザプロジェクションで、デジタルシネ
マプロジェクタに使用されるレーザなどが含
まれる。現在、世界中の最大規模のシネマプ
ロジェクタのうちの約200台にレーザ光源
が使用されており、150台の最大規模の
IMAXプロジェクタのうちの約50台にレー
ザが採用されている。このような有名な映画
館に加えて、レーザ蛍光体と呼ばれるそれよ
りも安価なレーザ光源が、世界中のその他

エンタテインメント、ディスプレイ、印刷

1500の映画館で使用されている。
　家庭用と商用の両方で、レーザプリンタ
の売上高は減少している。プリンタ販売台
数は増加するものの、レーザダイオードの
価格が低下し続けるためである。

2013 2014 2015 2016

206 228
258 268

319

2017年

売上高
（百万ドル）

出典：
レーザ・マーケット・リサーチ社と
ストラテジーズ・アンリミテッド社
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